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は じ め に

地域医療支援病院承認の経緯

当院は平成 12年度事業計画の巾で,第3次医

療法改正 (平成9年)で創設された ｢地域医療支

援病院｣の承認を計画目標として掲げた.同年,

新潟県巻保健所への ｢病院管理者意見把握調書｣
の車で地域医療支援病院の承認を目指し,医療連
携システム構築に力を注ぎ,オ-プンシステムを
核とした病診連携,療養型病院との病病連携を強
化した.そして平成 14年-8札 全国43番目 (釈

潟県初,全国済生会病院初)となる地域医療支援

病院に承認された.地域医療支援病院とは,医療

法第4条第1項に 『地域のかかりつけ医から,柄

院で診断 ･治療が必要とされた紹介患者に対 し

て,病床 ･検査機器の共同利用を通じ,急性期入

院治療を中心とした医療を提供する病院』と示さ

れており,地域の診療所 ･病院との医療連携シス

テムを通じて,医療機関相互の役割分担を推進す

る使命があると考える.このような機能を十分発

揮するためには,日ごろから地域医療連携室 (以

下,連携室)を中心とした連携体制の整備 ･強化

が必要である.以下,当院の医療連携マネジメン

トの実際を述べる.

医療連携の実際

1.オープンシステムの稼動

新潟地区における病診連携のはじまりは古く,

新潟市医師会が主導で昭和62年からオ-プンシ

ステムを見据えたセミオープンシステムを導入,

それに伴い登録医制度を運用してきた.現在,開

放型病床稼動を含めたオープンシステム病院が3

病院,セ ミオ-プンシステム病院が12病院の計

15病院が,新潟市医師会の登録医制度をとってい

る.当院は,平成 12年に3医師会と協定を結び,

昭和62年から参加してきたセミオ-プンシステ

ムから,紹介医 ･病院医師とが共同で診療にあた

るオープンシステムへ移行した.現在 (平成20

年 12月現在),登録医は317人 過去5年実績の

リピート率は710/oにのぼる.

2.オープンシステム

平成 12年の稼動以来,オ-プンシステム利用

件数は年々増加しており,地域へ浸透しているこ

とが把握できる.オープンシステム最大の特徴は,

登録医が病床を含めた当院の機能を利用でき,紹

介患者に対し,院内医師と共に積極的に共同診療

を行うことができる点にある.登録医は,事前に

連携室に診療情報をプア､ソタスすることで,受

診 ･検査 ･入院の機能を利用できる.恵存にとっ

ても,紹介状を直接持参し受診するよりも,無駄

な時間を省き,受診 ･検査を受けることができる

メリットがある.また院内医師も,予約なしの患

者を減らすことができ,事前に診療情報が伝えら

れ必要な検査が銅勺されているため,スムーズに

治療ができるメリットがある.連携室では,登録

医からの紹介内容を院内医師に伝え,院内医師の

摘草のもと診察 ･検査予約を行う.また,入院が

必要な愚鋸 二対しては,ベッド確保などを行い,

恕継開田でスムーズな対応を常に心がけ業務を行っ

ている.

3.開放型病床の認可

-共同診療,手術 ･分娩-

オープンシステムによる共同利用の実績をもと

に,当院は平成 13年4月に開放型病院に認可さ

礼,登録医からの紹介患者に対しての共同指導料

算定が可能となった.その結果,登録医からの紹

介で入院となった患者への共同診療,また手術 ･

分娩目的での紹介実績も増加した.特に,産婦人

科 ･整形外科で手術を希望される場合には,術前

に登録医に受診,手術目的で当院へ紹介受診,そ

して当院での入院手術,といった一連の流れがで

きている.このように,登録医が積極的に院内医

師と共同診療 ･手術を行い,術後は登録医へ紹介

となる症例が年間150例を超える.

4.かかりつけ医の紹介

当院は,原則的に各診療科で ｢診断がつき,治

療の方向性が示され,経過が安定している｣患者
は,積極的にかかりつけ医へ紹介を行っている.

各診療科からの連絡を受けた後,連携室職員は,
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患者 (あるいは家族)と面談を行う.また,今後

の継続した治療をフォローしていただけるかどう

かをかかりつけ医へ事前に連絡を入れ,紹介を行

っている.また,急性期病院間での連携も件数が

増加しており,前述同様に各診療科から連絡を受

汁,紹介先の連携室に診療情報を伝え事前予約を

取り,患者の利便性アップを図っている.

5.病病連携

平成 ま4年, スム-ズな転院の必要性か ら,

MSW が中心となり病病連携体制を構築した.こ

こでは,互いの医療の役割分担を明確にし,今後

の病病連携 を確認しあった.現在,新潟市近郊の

療養型 ･リハビリ病院などを中心に14病院と連

携し,患者が必要な時に適切な医療が受けられる

よう,医療における役割分担推進を積極的に行っ

ている.具体的活動としては,日々の連携におけ

るディスカッション ･情報交換 ･講演会などを,

医療連携担当者会 ･看護部会の2つの部会で展開

し,シ-ムレスな医療連携の実現を目指す.

地域医療連携室とは

I.病院の基本方針とミッションとしての医療

連携

当院は,地域医療支援病院として ｢地域の医療

機関から診断 ･治療が必要な紹介愚者 ･また救急

患者を中心に,急性期入院型の医療を提供する｣

といった使命がある.当院の病院運営には,経営

免析ツ- ルであるBSC い ラヾンスト･スコア ･

カ-ド)が用いられ それに基づき戦略マップを

作成,そして運営目標が示される,その提示され

た目標実現のため,連携室はBSC ･戦略マップ

を用い,部署のアクションプランを傍成する.逮

携賓では,①地域における医療連携の円滑な運営

のために,院内外で医療連携をコ-ディネ- トす

ること,②スムーズな双方向の医療連携の実現

(地域からの信頼の指標となる紹介率アップと逆

紹介率アップ),以上が最大のミッションとなる.

これらのミッション実現には,いかに患者主体に

動くかといった重要な視点を忘れてはならない.
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2.当院の連携室業務

前述の ミッションを果たすべく,連携室では

極 の々業務を行う.具体的には,①かかりつけ医

の登録業務,②オープンシステムの窓口業務 (諺

療依頼等の連絡調整),③オ-プンシステムに関

する医師会 ･行政機関との連絡調整,④逆紹介推

進業務,⑤セカンドオピニオン相談,⑥医療連携

ミーティング ･研修会の企画と運営,⑦訪問活動

(登録医 ･病癖連携機関 ･関係機関),⑧地域医療

連携蔓だより ｢Batom｣の発行,⑨登録医の診療

機能情報の管理-連携マップ ･パネルの作成,⑩

医療連携に関する情報収集および統計処理,など

である.当院の連携蔓業務の大きな柱としては,

オープンシステム窓口業務 (2.で記載),医療連

携 ミーティング ･研修会の企画運営),広報活動

などに大別される.ここで,広報活動の意味につ

いて述べる.連携室の広報活動の柱は,連携蔓だ

より rBaton｣発行と訪問活動である.つまり

｢広報誌を媒体とした情報発信｣と ｢facetoface

のコミュニケ-ション活動｣を併せて継続するこ

とで登録医 ･連携医療機関などと良質な信頼関係

を保ち,医療連携におけるマネジメント機能を発

揮できると考える.

医療連携ミーティング ･研修会の企画運営

地域医療支援病院の運営には,外部諮問委員会

の設置が義務柳 すられている.当院の場合,それ

にあたるオ-プンシステム運営協議会が,当院を

取 り巻く医療連携システムを協議する根幹を成

す.日日一方,日々の医療連携における,登録医と病

病連携機関との連携全般の議論の場としては,医

療連携総会を年1回開催する.特に病癖連携会議

については,連携従事者を対象とした医療連携担

当者会と看護職対象の看護部会がある.また年 1

回開催する医療連携研修会は,連携医療機関のす

べての職員を対象として,地域共通の研修会を通

じ,医療連携に対する意識向上を目的に開催する.

これらの会議 ･研修会の開催は,地域完結型の医

療連携システム構築,またそれを維持 ･推進する

ために重要である.企画 ･開催を継続することで,
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医療連携の実践 と情報 共有化 さらに地域 全体で

の医療連携の推進につながっていく.

連携ネットワークの構築と今後の課題

1.新潟医療連携実務者ネットワーク

平成12年の診療報酬改定以降,各病院の連携

軍は,紹介率アップ 欄葺介患者獲得)を最大の目

標に活動をしてきた.しかし,平成18年診療報酬

改定で紹介率が廃車となり,今後はより質の高い

多面的なネッ妻､り-ク構築が必要である.こうし

た中,全図で急性期病院間の連携実務者ネ､ソトワ

-ク詔､摘ミ進み (全国20都道府県30ネットワ-

クが設正),新潟でも設立の要望が高まった.設

立に向けては,当連携室もメンバ-として参加 し,

平成19年7月から新潟地区において行動を開始

する.その結果,同年 11月17重工 任意の囲体と

しての新潟医療連携実務者ネ､ソトワ-クが謂 在.

過去に6回を開催し,新潟県内の急使期 25病院

が参加.毎回活発な意見交換が行われている.ネ

ットワークは,連携実務者相産の理解と交流を深

め,医療連携の円滑な運営と質向上を図ること,

また連携実務苦闘のネットワ-ク強化と急性期病

院間の役割分損推進に尽力できるよう活動 してい

る.

2.今後の課題

第確次地域保健医療計画改定では,糾う諸宗遥5事

業分野での医療連携 システム構築が大きく調わ

れ,今後ますます医療機関相音の役割分担が重要

となる.各疾病に応 じ,地域の登録医や病院との

医療連携には, ユつの共通フォ-ムとしての地域

連携クリティカルパス構築が連携ツールとして必

要である.今晩 連機室では,舶‡箱ごとに地域の

医療機関と共通認識を持つための場を設定し,共

に意見交換しながら地域連携 クリティカルパスの

構築を進めていきたい.そのような意味からも,

地域の中で,かかりつけ医の役割,急性期病院の

役割,慢性期病院の役割といった自らの役割をお

のおのが認識し,機能分損を明確にした医療提供

体制の構築を,今後も継続 していくことが重安と

なる.地域医療支援病院における連携室の役割は,

医療連携コ-ディネー トの実践であり,医療連携

における情報センタ-としての機能を持つことで

ある,登録医との信頼に基づいた連携体制の構築

と維持,また機能の違 う医療機関との連携を実践

し,患者に対 しては,地域医療におけるコンシェ

ルジュ (案内人)の役割を担うことを念頭に活動

していきたい.

2 新潟市における脳血管障害地域連携パスの取組み
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